
Ⅰ．調査結果の概要 （４人以上の事業所） 

（１）概 況 

 事業所数は、１，７９４事業所で、前年に比べて５５事業所（３．０％）減少した。 

 従業者数は、５５，１２６人で、前年に比べて１，３３３人（２．４％）減少した。 

 製造品出荷額等は、１兆５，６２５億円で、前年に比べて６５３億円（４．０％）減少した。 
 

 平成２５年 平成２６年 増減率 

事業所数 

従業者数 

製造品出荷額等 

生産額 (従業者29人以下は出荷額等) 

付加価値額（従業者30人以上） 

 設備投資額（従業者30人以上） 

 １，８４９ 

５６，４５９人 

１兆６，２７８億円 

１兆５，３２２億円 

  ４，２０２億円 

  ７８１億円 

１，７９４ 

５５，１２６人 

１兆５，６２５億円 

１兆５，６１３億円 

２，９６９億円 

４７５億円 

３．０％減 

２．４％減 

４．０％減 

１．９％増 

２９．４％減 

３９．２％減 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

     
（注）・電気機器の 14年以降は比較のため旧分類での数値 
   ・一般機器の 20 年以降は比較のため旧分類での数値 
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図１ 事業所数・従業者数・製造品出荷額等の推移

指数（平成２２年＝１００）
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図２ 主要産業別製造品出荷額等の推移
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（２）事業所数 

 
 

事業所数は１，７９４事業所で、前年に比べて５５事業所（３．０％）減少した。 

 産業別にみると、食料品製造業▲２６事業所（増減率▲３．７％）、窯業・土石製品製造業▲１４事

業所（同▲７．２％）、輸送用機械器具製造業▲９事業所（同▲５．８％）など１３業種で減少し、金

属製品製造業＋６事業所（同＋３．８％）、はん用機械器具製造業＋５事業所（同８．３％）、生産用

機械器具製造業＋２事業所（同＋４．９％）など６業種で増加した。 

 産業別の構成比は、１位が食料品製造業３７．５％（６７２事業所）、２位は窯業・土石製品製造業

１０．１％（１８１事業所）、３位が金属製品製造業９．２％（１６５事業所）、次いで輸送用機械器

具製造業８．２％（１４７事業所）の順になっている。 
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図３ 事業所数と対前年増減率の推移
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（３）従業者数 

 
 

 従業者数は５５，１２６人で、前年に比べて１，３３３人（２．４％）減少した。 

 産業別でみると、はん用機械器具製造業▲２，０４２人（増減率▲２４．９％）、電気機械器具製造

業▲７０６人（同▲２７．６％）、食料品製造業▲４２９人（同▲２．８％）など１３業種で減少し、

輸送用機械器具製造業＋１，９８３人（同＋２８．８％）、金属製品製造業＋３８８人（同＋１１．２％）、

化学工業＋１０２人（同＋３７．８％）、など１０業種で増加した。 

産業別の構成比は、１位が食料品製造業２７．１％（１４，９５１人）、２位は輸送用機械器具製造

業１６．１％（８，８６８人）、３位ははん用機械器具製造業１１．２％（６，１７５人）、次いで

電子部品・デバイス・電子回路製造業７．４％（４，０７６人）の順になっている。 
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図７　従業者数の産業別割合
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（４）製造品出荷額等 

 
 

 製造品出荷額等は１兆５，６２４億９，４００万円で、前年に比べて６５３億２，６００万円 

（４．０％）減少した。 

産業別でみると、はん用機械器具製造業▲２，００２億７，３００万円（増減率▲４７．７％）、情

報通信機械器具製造業▲２１３億１，１００万円（同▲２０．５％）、電気機械器具製造業▲２０３億

４，０００万円など８業種で減少し、輸送用機械器具製造業＋１，０４１億３，１００万円（同＋３９．

６％）、電子部品・デバイス・電子回路製造業＋５２２億３，４００万円（同＋２１．４％）、金属製

品製造業＋１１７億４,６００万円（同＋２６．３％）など１４業種で増加した。 

産業別の構成比１位は輸送用機械器具製造業２３．５％（３，６７１億９，４００万円）、２位は電

子部品・デバイス・電子回路製造業１９．０％（２，９６１億３,４００万円）、３位は食料品製造業

１６．０％（２，４９５億３，９００万円）の順となっている。 
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図９ 出荷額等と対前年増減率の推移
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（５）付加価値額 

 
 

 付加価値額（従業者３０人以上の事業所）は２，９６８億５,４００万円で、前年に比べて１，２３

３億８，１００万円（２９．４％）減少した。 

 産業別にみると、はん用機械器具製造業▲１，０１５億３，８００万円（増減比▲７７．６％）、輸

送用機械器具製造業▲３４４億５，５００万円（同▲４２．２％）、業務用機械器具製造業▲４１億４，

１００万円（同▲２３．９％）など９業種で減少し、電子部品・デバイス・電子回路製造業＋８２億８，

６００万円（＋１３．６％）、金属製品製造業＋６６億１００万円（同＋５５．２％）、電気機械器

具製造業＋３４億４，２００万円（同＋６６．４％）など８業種で増加した。 

 産業別の構成比は、１位が電子部品・デバイス・電子回路製造業２３．４％（６９３億７，７００

万円）、２位が食料品製造業２１．４％（６３６億６，９００万円）、３位が輸送用機械器具製造業

１５．９％（４７２億３，２００万円）の順になっている。 
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図１３ 付加価値額と対前年増減率の推移
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（６）設備投資額 

 
 

 設備投資額（従業者３０人以上の事業所）は、４７４億９，７００万円で、前年に比べて３０５億

６，３００万円（３９．２％）減少した。 

 産業別にみると、電子部品・デバイス・電子回路製造業▲２７７億２，８００万円（増減比▲６０．

１％）、はん用機械器具製造業▲７７億２，７００万円（同▲７７．１％）、プラスチック製品製造業

▲１４億８，８００万円（同▲６６．３％）など９業種で減少し、輸送用機械器具製造業+６８億６,３

００万円（同+１３９．０％）、食料品製造業+１３億２，１００万円（同+２９．３％）、金属製品製

造業+５億１，７００万円（同+１１３．６％）など７業種で増加した。 

産業別の構成比は、１位が電子部品・デバイス・電子回路製造業３８．７％（１８３億８，４００

万円）、２位は輸送用機械器具製造業２４．８％（１１８億１００万円）、３位は食料品製造業１２．

３％（５８億２，８００万円）、次いではん用機械器具製造業４．８％（２２億８，９００万円）の順

になっている。 
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図１５ 設備投資額と対前年増減率の推移
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（７）付加価値率、現金給与率、原材料率 

① 付加価値率 

 従業者３０人以上の事業所における付加価値率は２１．０％で前年より９．１ポイント下回った。 

 産業別にみた付加価値率は、印刷・同関連業が５５．８％と最も高く、次いで金属製品製造業５４．

１％、繊維工業５０．５％の順であった。一方、低い業種は輸送用機械器具製造業１１．７％、はん用

機械器具製造業１４．１％、電子部品・デバイス・電子回路製造業２３．０％の順であった。 

② 現金給与率 

 従業者３０人以上の事業所における現金給与率は１１．７％で前年より０．５ポイント下回った。 

 産業別にみた現金給与率は、繊維工業が２９．７％で最も高く、次いで印刷・同関連業２８．０％、

金属製品製造業２６．３％の順であった。一方、低い業種は業務用機械器具製造業５．３％、電子部

品・デバイス・電子回路製造業７．５％、鉄鋼業１０．０％の順であった。 

③ 原材料率 

 従業者３０人以上の事業所における原材料率は７４．２％で前年を９．７ポイント上回った。 

 産業別にみた原材料率は、はん用機械器具製造業・輸送用機械器具製造業８４．８％が最も高く、次

いで鉄鋼業６９．９％、電気機械器具製造業６８．４％の順であった。一方、低い業種は印刷・同関

連業３８．７％、金属製品製造業４３．３％、繊維工業４７．３％の順であった。 
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％
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図１７ 産業別現金給与率％
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（８）市町別の状況 

① 事業所数        ～ 佐世保市、南島原市、平戸市などで減少 ～ 

 事業所数を市町別にみると、佐世保市▲１１事業所（増減比▲３．８％）、南島原市▲８事業所（同

▲３．８％）、平戸市▲７事業所（同▲９．７％）、諫早市▲６事業所（同▲３．３％）など１４市町

で前年に比べ減少した。また、市町別の構成比は、長崎市３２５事業所（１８．１％）、佐世保市２

７８事業所（１５．５％）、南島原市２０５事業所（１１．４％）の順になっている。 
 
② 従業者数        ～ 長崎市、佐世保市、諫早市などで減少 ～ 

 従業者数では、長崎市▲４５４人（増減比▲３．４％）、佐世保市▲３５４人（同▲４．８％）、諫

早市▲２３６人（同▲２．５％）、島原市▲１０７人（同▲４．７％）の１４市町で前年に比べ減少し

た。一方、時津町＋１２６人（同＋４．２％）、西海市＋３６人（同＋１．５％）、長与町＋２５人

（同＋４．８％）など６市町で増加した。また、市町別の構成比は、長崎市（２３．３％）、諫早市（１

６．７％）、佐世保市（１２．９％）の順になっている。 
 
③ 製造品出荷額等     ～ 長崎市、西海市、波佐見町などで減少 ～ 

 製造品出荷額等では、長崎市▲９５６億９００万円（増減比▲１９．３％）、西海市▲２４１億９，

５００万円（同▲１４．５％）、波佐見町▲２０４億２，５００万円（同▲１８．９％）など８市町で

前年に比べ減少した。一方、諫早市＋５０５億１，７００万円（同＋１４．１％）、時津町＋１３２

億１，０００万円（同＋２６．７％）、大村市＋５０億８，８００万円（同＋６．２％）の１２市町

で増加した。また、市町別の構成比は、諫早市（２６．２％）、長崎市（２５．５％）、佐世保市 

（１０．５％）の順になっている。 
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（９）従業者規模別の状況 
 
① 事業所数 

従業者規模別にみた事業所数は、３０人未満の事業所が１，４８０事業所（８２．５％）を占め、

３０人～２９９人の事業所が２９１事業所（１６．２％）で、両者を合わせた３００人未満の事業所

が９８．７％、３００人以上の事業所が２３事業所（１．３％）であった。 

 前年と比較すると、３０人未満の事業所で５２事業所の減、３０人～２９９人の事業所で６事業所

の減、３００人以上の事業所で３事業所の増となっている。 
 
② 従業者数 

従業者規模別にみた従業者数は、３０人未満の事業所が１５，８６８人（２８．８％）、３０人～ 

２９９人の事業所が２１，７７０人（３９．５％）、３００人以上の事業所が１７，４８８人 

（３１．７％）であった。 

 前年と比較すると、３０人未満の事業所で３０３人の減、３０人～２９９人の事業所で５６２人の減、

３００人以上の事業所で４６８人の減となっている。 
 
③ 製造品出荷額等 

 従業者規模別にみた製造品出荷額等は、３０人未満の事業所が２，０７４億１００万円 

（１３．３％）、３０人～２９９人の事業所が４，２６２億６，８００万円（２７．３％）、３００

人以上の事業所が９，２８８億２，４００万円（５９．４％）であった。 

 前年と比較すると、３０人未満の事業所で８９億２，５００万円の増、３０人～２９９人の事業所

で２５４億３，０００万円の増、３００人以上の事業所で９９６億８，１００万円の減となっている。 
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（１０）１事業所当り、従業者１人当りの製造品出荷額等、付加価値額 

① 製造品出荷額等 

 １事業所当りの製造品出荷額等は８億７,０９６万円で、前年に比べて９４２万円の減少となった。 

 平均を上回っている業種は、情報通信機械器具製造業２７６億１４０万円、電子部品・デバイス・

電子回路製造業１７４億１，９６７万円、業務用機械器具製造業４８億３４５万円など６業種であっ

た。 

 従業者１人当りの製造品出荷額等は２，８３４万円で、前年に比べて４９万円の減少となった。 

 平均を上回っている業種は、業務用機械器具製造業１億７０８万円、電子部品・デバイス・電子回

路製造業７，２６５万円、情報通信機械器具製造業６，５２０万円など８業種であった。 

 

② 付加価値額 

 １事業所当りの付加価値額は２億１，４５６万円で、前年に比べて５，９２８万円の減少となった。 

 平均を上回っている業種は、電子部品・デバイス・電子回路製造業４１億２５４万円、業務用機械

器具製造業１９億３２８万円、情報通信機械器具製造業６億５，４０４万円など１０業種であった。 

 従業者１人当りの付加価値額は６９８万円で、前年に比べて１９９万円の減少となった。 

 平均を上回っている業種は、業務用機械器具製造業４，２４３万円、電子部品・デバイス・電子回

路製造業１，７１１万円、石油製品・石炭製品製造業１，４２１万円など９業種であった。 
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図２４ １事業所当りの製造品出荷額等億円
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図２５ 従業者１人当りの製造品出荷額等万円
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